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すでに相続が起こっている方にも
これからの方にも役立つ一冊
相続手続きの流れ がわかる！

税理士と不動産鑑定士の観点からのワンポイントアドバイス付き

相続税のしくみ がわかる！

土地評価 がわかる！

相続対策 がわかる！

地主さん・不動産オーナーさんのための
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　人が亡くなると、残された方にはしなければならない手続きが次々と

押し寄せてきます。葬儀の手配はもちろん、故人の遺産を受け継ぐ相続

の手続きも必要です。一定額以上の財産を相続した場合は、相続税を

計算し、定められた期間内に申告もしなければなりません。悲しみに暮

れる中、慣れない手続きを行うのは負担の伴うことでしょう。

　本冊子では、「相続の手続き」「相続税の手続き」「相続財産の評価」

「相続対策」の４つのパートから、相続の基本的な事柄をわかりやすく

解説しました。すでに相続が起こっている方も、これからの方も、よりよ

い形で相続を迎えるための手引きとなれば幸いです。

　相続の負担は小さいものではありません。しかし、しっかりとした知識

があれば、その負担をなるべく軽くすることもできます。ご家族だけで

不安なことがあれば、どうぞ相続の専門家を頼ってください。私たちの

詳しい自己紹介は、巻末に掲載しました。

　相続が、故人の悔いなき生涯の締めくくりとなるとともに、残されたご

家族の希望にあふれた人生の第一歩となることを願っています。

O T N SC N E T

※本冊子は 2023年9月1日現在の法令等に基づき作成しています。
※表現を簡略化した部分もありますので、具体的な税務申告や対策にあたっては税理士にご相談ください。
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相続税の計算
相続財産の価額が一定額を上回る場合は相続税の申告・納税をする義務があります。

少し複雑な計算方法ですが、一緒に見ていきましょう。

相続税はいくつかのステップに沿って計算していくと理解しやすくなります。まず、財産
を取得した人ごとに相続税が課税される財産の合計額を求めます。
　被相続人が生前所有していた財産は、原則としてほとんどすべて相続税の対象となりま
す。みなし相続財産も課税対象となるほか、相続時精算課税の適用を受けた贈与財産、
相続や遺贈により財産を取得した人に対する相続開始前7年分※以内の贈与財産も課税
価格に持ち戻して計算します。一方、お墓など相続税の対象とならない非課税財産、借
入金等の債務や葬式費用などは課税価格から差し引きます。
　これらを足し引きして計算した価額を「課税価格の合計額」といいます。
※相続開始前「7年分」がすべて加算されるのは 2031 年以降に発生した相続から。
　2027 年から2030 年までに発生した相続では、3年から7年未満の加算期間となります。

相続税の計算方法 STEP1  課税価格の合計額を求める

相続税の手続き

１

2023年度の税制改正により、暦年贈与の持ち戻し期間
が3年から7年に延長となりました。新たに対象となっ
た4年間に受けた贈与のうち、総額100万円を控除した
額が持ち戻しの対象となります。

死亡保険金や死亡退職金には非課税枠がある

　被相続人が亡くなったことにより支払われた死亡保険金のうち、被相続人が保険料を負
担していたものは、みなし相続財産として相続税の課税対象となります。ただし、相続人
が受け取った金額のうち非課税限度額までは課税対象から差し引くことができます。

　同様に、被相続人が亡くなったことにより支払われた退職手当金や功労金なども、死亡
後３年以内に支給額が確定したものは、みなし相続財産として相続税の課税対象となりま
す。こちらも死亡保険金と同じく、法定相続人の数に応じた非課税枠があります。

※税法上、法定相続人の数に含
められる養子の数は実子がい
る場合は１人まで、実子がい
ない場合は２人までです。ま
た、相続放棄をした人がいる
場合は放棄がなかったものと
して法定相続人の数を計算し
ます。なお、相続放棄をした
人が取得した死亡保険金や死
亡退職金は非課税枠の適用を
受けることができません。

ちょっと
ひとこと

STEP1

死亡保険金の非課税限度額 ＝ 500万円 × 法定相続人の数※

死亡退職金の非課税限度額 ＝ 500万円 × 法定相続人の数※

非課税財産や
マイナスの

財産を差し引く

7年以内に
贈与した財産を

加える

プラスの財産や
みなし相続財産
などを合計する

計算の
流れ

ウ相続時精算
　 課税による
　 贈与財産

カ債務・
　 葬式費用 等

イみなし
　 相続財産

ア本来の
　 相続財産

オ非課税財産

純資産価額 純資産価額

エ相続開始前
　 7年以内の
　 贈与財産

課税価格の
合計額

STEP１では、
まず相続税の
対象となる正
味の財産の額
（課税価格の
合計額）を計
算します。

ア本来の相続財産
被相続人が相続開始時に所有していた財
産です。

イみなし相続財産
本来の相続財産ではありませんが、税務
上、相続税の課税対象となる財産です。
代表的なものに死亡保険金と死亡退職金
があります。

ウ相続時精算課税による贈与財産
相続時精算課税制度（→55ページ）を利
用した被相続人からの生前贈与により取
得した財産は、その取得時期を問わず課
税価格に加算します。

エ相続開始前7年以内の贈与財産
相続や遺贈により財産を取得した人が、被
相続人からその相続開始前7年以内※に贈
与を受けた財産があるときには、純資産価
額に加算します。贈与税の基礎控除110
万円以下の贈与も対象です（3年超7年以
内の贈与については合計100万円の控除
あり）。

※2024年1月1日以降の贈与に適用。

オ非課税財産
相続税のかからない財産です。代表的な
ものに墓地や仏壇、死亡保険金・死亡退
職金の非課税限度額までの金額、相続税
申告期限までに国等に寄付した一定の財
産などがあります。

カ債務・葬式費用
借入金や未払金といった被相続人の債務
は課税価格から差し引きます。また、葬
式やお通夜で相続人が負担した費用も差
し引くことができます。
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た4年間に受けた贈与のうち、総額100万円を控除した
額が持ち戻しの対象となります。

死亡保険金や死亡退職金には非課税枠がある

　被相続人が亡くなったことにより支払われた死亡保険金のうち、被相続人が保険料を負
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められる養子の数は実子がい
る場合は１人まで、実子がい
ない場合は２人までです。ま
た、相続放棄をした人がいる
場合は放棄がなかったものと
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ます。なお、相続放棄をした
人が取得した死亡保険金や死
亡退職金は非課税枠の適用を
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ちょっと
ひとこと
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合計額

STEP１では、
まず相続税の
対象となる正
味の財産の額
（課税価格の
合計額）を計
算します。

ア本来の相続財産
被相続人が相続開始時に所有していた財
産です。

イみなし相続財産
本来の相続財産ではありませんが、税務
上、相続税の課税対象となる財産です。
代表的なものに死亡保険金と死亡退職金
があります。

ウ相続時精算課税による贈与財産
相続時精算課税制度（→55ページ）を利
用した被相続人からの生前贈与により取
得した財産は、その取得時期を問わず課
税価格に加算します。

エ相続開始前7年以内の贈与財産
相続や遺贈により財産を取得した人が、被
相続人からその相続開始前7年以内※に贈
与を受けた財産があるときには、純資産価
額に加算します。贈与税の基礎控除110
万円以下の贈与も対象です（3年超7年以
内の贈与については合計100万円の控除
あり）。

※2024年1月1日以降の贈与に適用。

オ非課税財産
相続税のかからない財産です。代表的な
ものに墓地や仏壇、死亡保険金・死亡退
職金の非課税限度額までの金額、相続税
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カ債務・葬式費用
借入金や未払金といった被相続人の債務
は課税価格から差し引きます。また、葬
式やお通夜で相続人が負担した費用も差
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小規模宅地等の特例
被相続人または被相続人の親族の自宅敷地や事業で使用していた土地は、一定の要

件のもとに評価額の大きな減額が認められます。

　被相続人の自宅や事業用に使われていた土地を親族などが受け継いだときは、その土
地の評価額から一定の割合を減額する小規模宅地等の特例が適用できます。
　適用を受けるには、相続税申告書を提出すること、適用を受けたい土地の遺産分割が
成立していることが必要です。

自宅敷地や事業用の土地は評価額が減額される

相続税の手続き

５

特定居住用宅地等の特例 適用フローチャート

　小規模宅地等の特例は節税効果の非常に高い特例です。それだけに適用要件が複雑で
難解であり、家族の生活や住まいの状況によって適用ができなくなる可能性もあります。
税理士に相談の上、早めに要件を確認するのが望ましいでしょう。

適用可否の判定は慎重に

被相続人の配偶者や同居親族がいない場合に限り、自己の持ち家のない（賃貸住まいな
どの）別居親族（通称「家なき子」）も特例の適用が認められる場合があります。下記の
要件を満たすことが必要です。  

● 相続開始前３年以内に自己または自己の配偶者、３親等内の親族または特別の関
係がある法人が所有する家屋に居住したことがないこと

● 相続開始時に居住している家屋を過去に所有していたことがないこと
● その宅地等を相続開始時から相続税の申告期限まで有していること　等

同居していたといえるかどうかは、そ
の親族の日常生活の状況や入居目的、
建物の構造・設備、他の建物の保有の
有無などから判断されます。
例えば、家族と暮らす自宅のある子が、
単身、介護のために親の家で寝起きし

ていたとしても、生活の本拠だったと
はいえず、親と同居していたとは認め
られません。
税務署は郵便物や水道光熱費の状況な
どから生活の実態を細かく調べます。
単に住民票を移しただけでは同居とは
認められませんので注意してください。

ちょっと
ひとこと

居住用 事業用 貸付事業用

被相続人が住んでいた宅地等
または

被相続人と同一生計の親族が
住んでいた宅地等（1・2のみ）

被相続人が居住していた
宅地である

被相続人と同居していた
親族が取得した

配偶者が取得した

申告期限まで居住を継続

申告期限まで所有を継続

申告期限まで居住を継続

申告期限まで所有を継続

被相続人と同一生計の
親族が居住していた

宅地である

被相続人に配偶者
および同居の

法定相続人がいない

相続開始前 3 年以内に持ち
家を持っていないなど要件※

を満たす親族が取得した

被相続人や被相続人と
同一生計の親族や

同族会社の事業用の宅地等

被相続人や被相続人と
同一生計の親族が

貸し付けていた宅地等

1被相続人の配偶者
2取得者が同居または同一

生計の親族
　 →申告期限まで引き続き

住み、その宅地を申告期
限まで所有していること

3いわゆる「家なき子」

その宅地の330㎡まで

評価額が 80％減額される 50％減額される

特例の適用なし330㎡まで80％減 特例の適用あり

その宅地の400㎡まで その宅地の200㎡まで

1親族が貸付事業を引き継
ぎ、申告期限までその宅
地等を所有し貸付事業を
営んでいること

特定居住用宅地等 貸付事業用宅地等
※相続開始前３年以内に自己または自己の配偶者、３親等内の親族または特別の関係がある法人が所有する
　家屋に居住したことがないこと。相続開始時に居住している家屋を過去に所有していたことがないこと。
　相続開始時に日本国籍を有していたこと。

いいえ いいえ

いいえ

はい

いいえ

いいえ

はい

はい

はい

はい

はい

いいえ

はい

はい

いいえ

はい

はい

はい

いいえ いいえ

1親族が事業を引き継ぎ、
申告期限までその宅地等
を所有し事業を営んでい
ること（特定同族会社事
業用宅地等については申
告期限までにその親族が
役員となっていること）

特定事業用
宅地等

特定同族会社
事業用宅地等

被相続人と同一生計の
親族が取得した
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小規模宅地等の特例
被相続人または被相続人の親族の自宅敷地や事業で使用していた土地は、一定の要

件のもとに評価額の大きな減額が認められます。

　被相続人の自宅や事業用に使われていた土地を親族などが受け継いだときは、その土
地の評価額から一定の割合を減額する小規模宅地等の特例が適用できます。
　適用を受けるには、相続税申告書を提出すること、適用を受けたい土地の遺産分割が
成立していることが必要です。

自宅敷地や事業用の土地は評価額が減額される

相続税の手続き

５

特定居住用宅地等の特例 適用フローチャート

　小規模宅地等の特例は節税効果の非常に高い特例です。それだけに適用要件が複雑で
難解であり、家族の生活や住まいの状況によって適用ができなくなる可能性もあります。
税理士に相談の上、早めに要件を確認するのが望ましいでしょう。

適用可否の判定は慎重に

被相続人の配偶者や同居親族がいない場合に限り、自己の持ち家のない（賃貸住まいな
どの）別居親族（通称「家なき子」）も特例の適用が認められる場合があります。下記の
要件を満たすことが必要です。  

● 相続開始前３年以内に自己または自己の配偶者、３親等内の親族または特別の関
係がある法人が所有する家屋に居住したことがないこと

● 相続開始時に居住している家屋を過去に所有していたことがないこと
● その宅地等を相続開始時から相続税の申告期限まで有していること　等

同居していたといえるかどうかは、そ
の親族の日常生活の状況や入居目的、
建物の構造・設備、他の建物の保有の
有無などから判断されます。
例えば、家族と暮らす自宅のある子が、
単身、介護のために親の家で寝起きし

ていたとしても、生活の本拠だったと
はいえず、親と同居していたとは認め
られません。
税務署は郵便物や水道光熱費の状況な
どから生活の実態を細かく調べます。
単に住民票を移しただけでは同居とは
認められませんので注意してください。

ちょっと
ひとこと

居住用 事業用 貸付事業用

被相続人が住んでいた宅地等
または

被相続人と同一生計の親族が
住んでいた宅地等（1・2のみ）

被相続人が居住していた
宅地である

被相続人と同居していた
親族が取得した

配偶者が取得した

申告期限まで居住を継続

申告期限まで所有を継続

申告期限まで居住を継続

申告期限まで所有を継続

被相続人と同一生計の
親族が居住していた

宅地である

被相続人に配偶者
および同居の

法定相続人がいない

相続開始前 3 年以内に持ち
家を持っていないなど要件※

を満たす親族が取得した

被相続人や被相続人と
同一生計の親族や

同族会社の事業用の宅地等

被相続人や被相続人と
同一生計の親族が

貸し付けていた宅地等

1被相続人の配偶者
2取得者が同居または同一

生計の親族
　 →申告期限まで引き続き

住み、その宅地を申告期
限まで所有していること

3いわゆる「家なき子」

その宅地の330㎡まで

評価額が 80％減額される 50％減額される

特例の適用なし330㎡まで80％減 特例の適用あり

その宅地の400㎡まで その宅地の200㎡まで

1親族が貸付事業を引き継
ぎ、申告期限までその宅
地等を所有し貸付事業を
営んでいること

特定居住用宅地等 貸付事業用宅地等
※相続開始前３年以内に自己または自己の配偶者、３親等内の親族または特別の関係がある法人が所有する
　家屋に居住したことがないこと。相続開始時に居住している家屋を過去に所有していたことがないこと。
　相続開始時に日本国籍を有していたこと。

いいえ いいえ

いいえ

はい

いいえ

いいえ

はい

はい

はい

はい

はい

いいえ

はい

はい

いいえ

はい

はい

はい

いいえ いいえ

1親族が事業を引き継ぎ、
申告期限までその宅地等
を所有し事業を営んでい
ること（特定同族会社事
業用宅地等については申
告期限までにその親族が
役員となっていること）

特定事業用
宅地等

特定同族会社
事業用宅地等

被相続人と同一生計の
親族が取得した

サン
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路線価評価
路線価は自分で調べることができます。土地の形状や道路付けにも目を向ければ、

お持ちの土地の個性に改めて気づくことができるでしょう。

　市街地にある土地は主に路線価方式で評価します。路線価図は国税庁ホームページで
公開されています。ご自身の土地の路線価がいくらなのか調べてみましょう。

上記の画地調整の例を見ると、ほ
とんどが評価額を減額するものと
いうことがわかります。
つまり、ひとつでも見落とせば、
高すぎる評価額になるおそれがあ
るということ。評価額が高くなる
と納める相続税額も増えてしまい
ます。土地の評価は細かいところ
までチェックが必要です。

自分の土地の路線価を調べてみよう

路線価方式は、主に地価の高い市街地
にある土地を評価する方法です。路線価の
設定されていない地域にある土地は、倍率
方式で評価します。
　倍率方式とは、固定資産税評価額に評
価倍率をかけて評価する方法です。評価倍
率は地域ごとに定められ、評価倍率表は国
税庁ホームページで閲覧できます。

相続財産の評価

２

路線価のない土地の評価

　「路線価×面積」という計算だけでは、同じ路線
価の道路に面する同じ面積の土地はすべて同じ評
価額ということになってしまいます。しかし、同じ
100㎡であっても、正方形の土地と極端に細長い
土地では当然ながらその値打ちは異なります。
　そこで、土地の個別の事情に応じて評価額を調
整するため、さまざまな補正が入ります。これを
画地調整といい、それぞれの画地調整率が定めら
れています。

さまざまな補正で評価額が調整される

●奥行価格補正
その地区の標準的な土地に比べて奥行が
短い、もしくは長い場合に減額されます。 

●側方路線影響加算
正面と側面で２つの道路に面する土地

（角地）に加算されます。
●二方路線影響加算

正面と裏面で２つの道路に面する土地に
加算されます。

●不整形地補正
土地の形状がいびつである場合に減額さ
れます。

●間口狭小補正
その地区の標準的な土地に比べて間口が
狭い場合に減額されます。

●奥行長大補正
奥行距離と間口距離の比率が一定以上の
場合に減額されます。 

●がけ地補正
土地の一部ががけ（通常の用途に使えな
いような傾斜）になっている場合に減額
されます。

●規模格差補正
面積が一定以上（三大都市圏は500㎡以
上、それ以外は1,000㎡以上）で、一定
の要件にあてはまる場合に減額されます。

●特別警戒区域補正
土砂災害特別警戒区域内に立地している
場合に減額されます。

画地調整の例5.5

ちょっと
ひとこと

間口の

狭い土地不整形地

評価額の計算例

260,000円 × 1.00 × 180㎡ ＝46,800,000円

普通住宅地区
土地面積 180㎡（奥行価格補正率：1.00）の場合

正面路線価 奥行価格
補正率

面積

土地の地区区分を表す図形
です。地区区分は７種類あ
り、それぞれの地区に応じ
て画地調整率が定められて
います。

地区区分

数字の右側のア
ルファベットは
借地権割合を表
し、貸宅地や借
地権の評価額を
求めるときに使
います。

借地権割合

アルファベットの前の数字が、
この道路に接する土地の１㎡あ
たりの価額（千円単位）です。こ
の場合は26万円ということです。

路線価

町丁名および街区番号を表示し
ています。この場合、Ａ町２丁目
15番を示しています。

記号

Ａ
Ｂ
Ｃ
Ｄ
Ｅ
Ｆ
Ｇ

90％
80％
70％
60％
50％
40％
30％

借地権
割   合

全地域

北側全地域
南側道路沿い

普通商業・併用住宅地区
北側道路沿い
南側全地域

北側道路沿い

中小工場地区

地区区分の例

無印は全地域

普通住宅地区

260Ｄ 260Ｄ

⑭

Ａ町２丁目
⑮

⑬

255Ｄ

260Ｄ

280Ｄ

180㎡

（相続税評価額）

計算例
サン
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評価の下がりやすい土地
土地は評価方法が難しい一方、丁寧に個別性を汲み取ることで評価額を減額するこ

とができる可能性があります。ここでは評価の下がりやすい土地の一例を挙げます。

あなたの土地にあてはまるものはありませんか？

相続財産の評価

３

ひとつの土地の中に住居や店舗、畑、倉庫、駐車場な
どがある場合、それぞれの部分を個別に評価するのか、
まとめて評価するのかを適切に判断しなければなりませ
ん。この評価単位の判断で評価額が変わってきます。
また、敷地内に複数の貸家が建っている土地や、アパー
ト専用駐車場と月極駐車場が混在している場合なども注
意が必要です。

いろいろな使われ方をしている土地

土地の中にがけや傾斜など、通常の利用ができない部
分がある場合は評価額が下がります。傾斜は自然に存
在するものだけでなく、人工の擁壁なども含まれます。

敷地内に傾斜している部分がある土地

公的な道路に接していない土地や、接していても間口が
２ｍ未満の土地などは、無道路地として評価が下がる可
能性があります。
また道路に接していても、道幅が４ｍ未満など建築基
準法で認められていない道路である場合は、無道路地
として評価することもあります。

道路に接していない土地、間口の狭い土地

道幅が４ｍ未満の道路に接する土地は、防災などの観
点から、建て替えや増改築をするときに土地の一部を道
路として提供しなければならない可能性があります。
道路として提供する部分は、今は利用できていても将来
的には活用できない土地ですので、このことを考慮して
評価額を減額することができます。

幅員４ｍ未満の道路に接する土地

土地と道路との間に川や水路があり、橋や暗渠により出
入りをしている場合などは、評価額が下がる可能性があ
ります。

道路との間に水路がある土地

登記上の面積よりも実際の面積の方が大きいことを「縄
延び」、小さいことを「縄縮み」といいます。畑や田、ま
たはもともと畑や田だった土地によく見られます。
縄縮みしている土地は登記上の面積で評価すると過大な
評価に直結してしまいます。また、縄延びしている土地
も場合によっては評価額が下がる可能性があります。

登記されている面積と実際の面積が異なる土地

形のいびつな土地や、道路から通路を通って奥に入る
旗竿のような形状の土地などは、整った四角形の土地
に比べて使い勝手がよくないため、評価額が下がります。
また、四角形に近い土地でも、道路に対して斜めに接
している場合は評価額が下がる可能性があります。

不整形な土地

登記
簿

サン
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相続・不動産に関するお問い合わせは

フジ総合グループまで

電話受付時間　平日9：00～18：00

0120-95-4834
本部：東京事務所

0120-94-6121
名古屋事務所

0120-39-3704
大阪事務所

2023年9月

すでに相続が起こっている方にも
これからの方にも役立つ一冊
相続手続きの流れ がわかる！

税理士と不動産鑑定士の観点からのワンポイントアドバイス付き

相続税のしくみ がわかる！

土地評価 がわかる！

相続対策 がわかる！

地主さん・不動産オーナーさんのための

ガイドブック

完全保存版
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